
「人材確保・育成方針」のポイント（全体図）
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１ 将来ビジョンを見据えた
「人づくり」

 統計センターの将来を見据え、人材の確保・育成に関する基本的な視点や方策、人材育成のモデル等を示すことにより、
的確かつ良好な採用活動と戦略的かつ効果的な人材育成を図り、統計センターの発展に資すること。

方針策定の目的

２ 求める人材像と
育成方針

３ 人材の確保・育成の
ための方策

方針策定の意義

方針策定に当たっての５つの視点

①人材マネジメントの主体性

②求められる人材の変化と
「人づくり」

③確立されてきた技術の
継承と発展

④変化の方向を見通した
人材育成

⑤経営戦略との連動、
自律的な成長支援

統計センタープロフェッショナルとは

求められる能力の３類型

Ａ：政府統計に関わる職業人
として求められる基礎能力

Ｂ：職位やキャリアパスに応じて
求められるマネジメント能力や
専門能力

Ｃ：実務を支える専門能力
（コアコンピタンス）

職位に応じて求められる
知識・能力と人材育成

ＩＣＴスキルを基軸とする
キャリアパスのモデル

人材の確保・育成の方策、
４つのポイント

①積極的な
採用戦略

②長期的な
視点に立った
人事管理

④主体的な
成長を促す
研修の実施

③個性や適性
を活かす人事
評価や１on
１ﾐｰﾃｨﾝｸﾞ

人材の確保・育成のための
推進体制

①人事部門の
役割

②各部・各職
場の役割

職員の成長を支える
職場環境の整備

令和４年３月
（独）統計センター

統計センターの役割や未来に向
けた業務の在り方を考える。
人的資本への投資こそ、統計セ
ンターの未来を形作るもの。

組織として求める人材像と個々の
職員が目指す人材像の共通認識



「人材確保育成方針」のポイント （その1)
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１ 将来ビジョンを見据えた「人づくり」

 統計センターは、
政府統計の基盤を支え、
統計作成プロセスや利
活用の高度化において
中核的な役割を果たし
ていくことが求められてい
る。

 独立行政法人改革や
統計改革を経た今、
従来の合理化対応や受
注型の業務スタイルを超
えて、政府統計における
統計センターの役割や未
来に向けた業務の在り
方を考え、戦略的な人
材の確保・育成方策を
策定することは、
大きな意義

 人的資本への投資こそ、
統計センターの未来を形
作るもの。

方針策定の意義 方針策定に当たっての５つの視点

 独立した法人として主体的か
つ戦略的な人材マネジメント
がより求められるようになってき
ている。

 どのような将来ビジョンの下で、
どのような人材を求め育ててい
く方針であるかを示すことは、
将来に向けて有能な人材を
確保する上でも極めて重要

 統計調査の入り口から出口ま
でのプロセス全体において統計
センターが担う領域が拡大

 統計調査の企画設計に関す
る理解やユーザーサービスの在
り方に関する理解を前提に、
それらとＩＣＴなどの専門知
識を組み合わせることによって、
新たな価値を創造し、社会に
貢献していくことが求められてい
る。

 職員の自発的な学習意欲や
向上意欲を引き出し、専門性
を高めつつ、自ら課題を設定し、
自ら解決していく能力を身に着
けていくような「人づくり」が求め
られている。

 統計センターが製表技術
の専門人材を育成し、新
しい技術の導入やインフラ
整備を進めてきたことは、
政府統計部門においては
貴重な存在

 職員に蓄積されている知
識・能力こそは、統計セン
ターの「強み」であり、これを
将来に向けて継承しつつ
発展させていくことが重要

 将来の業務内容や業務手
法、基礎となる技術等につい
ての見通しを持ち、
必要な専門性やスキルの体
系を考え、
戦略的に人材の確保・育成
を図っていくことが必要

 業務の在り方に関する戦
略・方針と人材戦略が車
の両輪となって変革が進め
られるべき。

 自己啓発支援や自律的
なキャリア形成支援の要素
も重要

①人材マネジメントの
主体性

②求められる人材の変化と
「人づくり」

③確立されてきた技術の
継承と発展

④変化の方向を見通した
人材育成

⑤経営戦略との連動、
自律的な成長支援



「人材確保育成方針」のポイント （その2)
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２ 求める人材像と育成方針

 人的資本は、構成する職
員の能力の総体
一人一人の職員の能力の
更なる向上と十全な発揮
が統計センターの発展の原
動力

 統計センターが組織として
求める人材像と個々の職
員が目指す人材像の共通
認識が重要
共通認識の下で目指して
いく人材を「統計センタープ
ロフェッショナル」と呼ぶ。

統計センター
プロフェッショナルとは

求められる能力の３類型

 ⅰ）国家公務員として必要な、
法令に関する基礎的な知識、政治・
行政・経済・社会に関する基礎的な
知識のほか、倫理感や国民のために
働く意識など

 ⅱ）官民問わず職業人して必要な、
文書作成能力、企画・調整能力、
コミュニケーション能力など

 ⅲ）統計分野で働く上で必要な、
データサイエンスに関する基礎知識、
デジタル技術に関連した基礎的な知
識と実戦能力など

 ⅰ）人材マネジメントスキル、予算要求・
執行・決算に関するスキル、プロジェクト管
理能力

 ⅱ）統計センターの経営戦略を踏まえた
組織運営能力、リーダーシップ、対外交渉
力

 ⅲ）統計行政の動きや政府のデジタル化
戦略などを踏まえ、統計センターとしての方
針の策定や関係機関との調整など行う行
政官的な能力

 ⅳ）統計センター業務の高度化を推進で
きる能力や研究を主導できる能力

 ⅰ）データチェックや統計
表の審査を行う能力

 ⅱ）産業分類や収支項
目分類に関する専門性、
ＡＩ活用による自動格付
技術の開発・運用能力

 ⅲ）情報処理やプログラ
ミングに関する知識・能力

 ⅳ）品質管理や情報セ
キュリティの知識・能力

 職位の間に身に着けておくべきスキルレベルについて整理すると、大きく次の3段
階に分けることができる。
① 新規採用から係員まで ベーススキル層
② 係長から課長代理昇任まで ジョブスキル層
③ 課長代理から管理職まで マネジメントスキル層

 ①の期間では、ベーススキルとして、ＩＣＴスキル、統計の基礎知識、コミュニ
ケーション、ロジカルシンキング、プレゼンテーションなどのスキルを習得することが必
要

 ②の期間は、ジョブスキルを学ぶとともに上記Ｃのコアコンピタンスを身に着け、統
計センタープロフェッショナルとしての基礎ができる時期である。

 ③のうち課長代理の期間は、複数のジョブスキル（中核的なもの＋α）を踏ま
え、統計センタープロフェッショナルとして1人前になる時期である。

 ③のうち管理職の期間は、組織運営のマネジメントスキルが重要になる。

職位に応じて求められるスキルレベルと人材育成

 ＩＣＴスキルは、統計センター職員が持つべきスキルの
中核を成す。研修から始まり、様々な業務の中での実
戦経験の蓄積やスキルレベルの向上を図っていくようにす
る必要がある。

 今後も新規採用職員の配属先の中心を情報処理部
門とすることは初期の人材育成の柱の一つ。相当の期
間をかけ、高いレベルに到達するまで人材育成をしていく
ことも必要。一方、業務の高度化へのＩＣＴ活用に若
手職員の時に参画させることも重要

 ＩＣＴスキルを中心としたキャリアパスについて、３つのパ
ターンを考え、職員の希望や適性を踏まえ、人事ロー
テーションと関連させながら運用していく。

ＩＣＴスキルを基軸とする
キャリアパスのモデル

Ａ：政府統計に関わる職業
人として求められる能力

Ｂ：階層やキャリアパスに応じて
求められるマネジメント能力や
専門能力

Ｃ：実務を支える
専門能力

（コアコンピタンス）



「人材確保育成方針」のポイント （その3)
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３ 人材の確保・育成のための方策

人材の確保・育成に向けた取組の4つのポイント

 人的資本がその機能を発揮するためには、良好
な職場環境の整備が重要である。

 統計センターにおいては、これまでも仕事と出産・
育児の両立を支援する制度の充実を図ってきて
いるが、仕事への復帰をスムーズに行えるようなサ
ポートも重要である。

 介護や育児等との両立なども含め、誰もが働き
やすい環境を実現するため、テレワークやフレック
ス勤務等の柔軟な働き方に対応した業務を推
進する。

職員の成長を支える
職場環境の整備

 統計センターについて広く知っ
てもらうため、各種の手段を連
携させ、情報発信を強化

 ホームページ等においては、採
用希望者に統計センターで働
くことの魅力を感じてもらいつつ、
自らの職業人生により具体的
なイメージを持ってもらうことが
重要

 高い専門性を持つ人材確保
のためのアピールも重要

人材確保・育成を推進する体制

 人材育成は仕事を通じた成
長が基本

 多様なキャリアパスを通じて
専門性とマネジメント能力を
高めるような人材育成

 個人の能力向上意欲や能
力の発揮が組織のパフォーマ
ンスにつながるようにしていくこ
とが重要

 困難度の高い業務に参画
する機会も早い段階で付与

 人事評価は人材育成への
活用の観点からも重要

 人事評価の面談も含め、１
on1ミーティングの機会は人
材育成にとって極めて重要

 組織として何を期待するか、
職員がどのようなキャリア形
成を目指すか認識を共有

 職員自らが自身のストロング
ポイントを意識し、自律的に
成長する意欲を持たせる。

 人材育成においては、研修
は重要なツール
更なる体系化と拡充を図り、
職位に応じて必要なスキル
を明らかにし、受講すべき研
修や受講すべき時期を示す。

 職員が主体性と意欲を持っ
て研修に臨むようにするととも
に、職員が自らのキャリアプラ
ンに合わせて選択できるよう
な研修プログラムも構築

 人事部門は、本基本方針の推進の
司令塔となる。本方針に基づく具体
的な計画を作り、各部を指導しつつ
全組織的な取組を推進する。

 人事部門は、採用活動の司令塔。
 人事部門は、人事管理業務の中で

人材育成を実現していく。
 人事部門は、統計センター全体の

研修計画を策定し、その効果的な
実施に責任を持つ。

 各部・各職場は人材育成の実践を
する場であり、一人前の統計プロ
フェッショナルが完成する場である。
部や課の長は、業務遂行と同時に人
材育成の責任者である自覚が必要
である。

 人材育成は、育てられる側と育てる
側のある種の共同作業である。
人材育成を意識したコミュニケーション
に努めていくことが重要

①積極的な採用戦略 ②長期的な視点に立った
人事管理

③個性や適性を活かす人
事評価や１on１ﾐｰﾃｨﾝｸﾞ

④主体的な成長を促す
研修の実施

①人事部門の役割 ②各部・各職場の役割



（独）統計センターの経営理念・経営方針【参考１】

社会経済情勢の変化や動向を的確に表す
統計の作成に向けて、長年培ってきた経験
と専門性を活かすとともに、徹底した秘密
の保護の下に、高い品質と信頼性が確保さ
れた統計を迅速に作成・提供し、社会経済
の発展に貢献します。

社会の発展を支える情報基盤である統計
データについて、多様な利用者ニーズに応
えるため、厳正な情報管理の下に、多角的
なサービスを提供し、統計データ利活用の
推進に寄与します。

公的統計の共通的な業務基盤・利用基盤
となるサービスの安定的な提供に取り組む
とともに、統計の一層の品質向上と信頼確
保を図るため、政府における中央統計機構
の一員として、蓄積されたノウハウを活か
し、公的統計の発展を支援します。

理論に裏打ちされた統計技術や先進の情報通信技術（ICT）の
活用を推進するとともに、学術研究機関や諸外国・国際機関との
連携を図りつつ、最新の理論も導入した高度な統計技術の研究開
発に取り組むことによって、弛まぬ技術の向上を図ります。

業務の高度化・効率化を進めるとともに、公的統計機関とし
ての高い使命感と倫理観に基づき、職員が働きがいを持ち続け
られるよう、法人価値と職員意識を共に高めていく組織風土の
醸成に取り組むなど、適正な組織運営を行います。

正確な統計の作成
（統計をつくる）

統計データの利活用の推進
（統計を活かす）

公的統計の発展の支援
（統計を支える）

弛まぬ技術の向上 適正な組織運営

【３つの使命】

確かな技術と
統計の信頼性の

確保

豊かな社会づくりのための情報基盤の整備と国民生活の向上に寄与

関連する事業・業務は、
〇国勢調査その他国勢の基本に関する統計調
査の製表
＝調査票のデータ化▶統計分類符号格付
▶データチェック▶結果表作成及び一連
のプロセスに必要な情報システムの開発

〇委託を受けて行う統計調査の実施
＝企業調査支援事業（経済構造実態調査、
などの調査対象企業へのオンライン回答
サポート）

関連する事業・業務は、
〇統計データのオープン化の推進・高度化
〇公的統計のミクロデータ利用の推進
・統計データ利活用センターの運営
・調査票情報のオンサイト利用の推進
・委託に応じたオーダーメード集計
・匿名データの作成及び提供

〇統計リテラシー向上の取組
・教育用標準データセット(SSDSE)の整備
・統計データ分析コンペティションの開催

関連する事業・業務は、
〇委託を受けて行う調査の製表
＝各府省及び地方公共団体からの受託製表

〇政府統計共同利用システムの運用管理
・政府統計の総合窓口（e-Stat）
・政府統計オンライン調査総合窓口
・事業所母集団データベース

〇各府省の統計作成等の支援

３つの使命を果たすため

関連する事業・業務は、
〇製表業務の高度化・効率化や品質向上に資するための研究
〇統計ニーズの多様化への対応などに資するための研究
〇海外への技術協力などの国際協力事業

関連する事業・業務は、
〇内部統制の充実・強化、情報セキュリティ対策、危機管理など
〇人事・給与、予算・会計、共済・福利厚生などの総務業務
〇組織全体の業務運営の効率化



新規採用

係員

係長

課長代理

マネジメント
スキル層

ジョブ
スキル層

ベース
スキル層ICT

（プログラミング）
統計の基礎知識 コミュニケーション ロジカルシンキング
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職場環境の保持 全体的な思考 課題抽出・解決
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経営理念に基づくジョブスキルの５本の柱（各柱の主要スキル例）

プレゼンテーション

企画提案 リスク管理

常に改善意識が高く、俯瞰的な視点で課題の抽出・解決さらに企画提案を実践

新規採用から係員の時期にベーススキルを習得し、係員から係長までの時期にはジョブスキルの５本の柱の習得に努め、係長から課長代
理までの時期には、スキルの複線化により視野を拡大。課長代理の時期にはリーダーシップや課題抽出・解決のスキルを習得し、最終的
に管理職としてのマネジメントスキルを備えた人材を育成。

独立行政法人統計センター 人材育成（スキル育成）イメージ
【参考２】


